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回次
第98期

第３四半期
連結累計期間

第99期
第３四半期

連結累計期間
第98期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上収益
（百万円）

58,619 69,646
81,371

（第３四半期連結会計期間） (21,502) (23,502)

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 3,432 7,456 5,618

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 （百万円）
2,511 5,523

3,943

（第３四半期連結会計期間） (1,482) (1,724)

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
（百万円） 4,350 6,318 7,777

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 67,039 74,211 70,491

総資産 （百万円） 113,510 118,302 116,282

基本的１株当たり四半期（当期）利益
（円）

55.13 122.36
86.57

（第３四半期連結会計期間） (32.53) (38.54)

希薄化後１株当たり四半期（当期）利益 （円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 59.1 62.7 60.6

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 6,920 6,396 10,172

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,839 420 △2,766

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,718 △7,590 △3,633

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 18,007 18,167 18,863

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．基本的１株当たり四半期（当期）利益の算定上の基礎となる自己株式等には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有す

る当社株式を含めております。

４．上記指標は、国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表およ

び連結財務諸表に基づいております。

２【事業の内容】

　　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

前第３四半期
連結累計期間
（百万円）

当第３四半期
連結累計期間
（百万円）

増減額
（百万円）

増減率
（％）

売上収益 58,619 69,646 11,027 18.8

自動車部品事業 24,658 30,590 5,932 24.1

産業資材事業 22,301 25,195 2,894 13.0

高機能エラストマー製品事業 8,514 10,523 2,009 23.6

その他 3,945 3,917 △27 △0.7

調整額 △800 △581 218 －

コア営業利益（セグメント利益）（△は

損失）
3,225 6,291 3,065 95.0

自動車部品事業 1,287 2,429 1,141 88.7

産業資材事業 1,621 2,738 1,116 68.8

高機能エラストマー製品事業 △308 536 845 －

その他 282 280 △1 △0.6

調整額 342 305 △36 △10.6

営業利益 3,481 7,018 3,536 101.6

親会社の所有者に帰属する四半期利益 2,511 5,523 3,012 120.0

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　　（１）経営成績の状況

　（注）コア営業利益（△は損失）は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しております。

　　　　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が依然として残るなか、米国

においては、供給制約の長期化が企業活動の足かせとなる一方、ワクチンのさらなる普及、積み上がった貯蓄の取

り崩しが個人消費を下支えしたことで、景気回復が再加速いたしました。中国では、外需が好調を維持しているほ

か、個人消費が底堅く推移し、景気は回復基調で推移しました。また、日本やアジア地域においても、活動制限の

緩和などを受けた個人消費の回復等を背景に、景気に持ち直しの動きが見られました。一方、欧州では、感染再拡

大や供給制約、エネルギー高を受けて景気の回復ペースは鈍化いたしました。

　　　　当社グループの主要な市場である自動車分野におきましては、米国では、新型コロナウイルス感染症の影響で急

落した前年度の生産台数を上回る状況で推移したほか、アジア地域においても、活動制限が緩和された効果などに

より、生産台数が総じて前年度を上回る状況で推移いたしました。一方、半導体供給不足の影響もあり、中国、欧

州および日本では、生産台数が前年度を下回る状況で推移いたしました。

　　　　このような状況のなか、当社グループは、中長期経営計画“Breakthroughs for the future”（未来への躍進）

の第２ステージの４年目として、「新事業の創出」、「コア事業の拡大」、「ものづくりの深化と進化」、「個人

と組織の働き方改革」の４つの指針を掲げ、グローバルで「際立つ」サプライヤーを目指して活動してまいりまし

た。嚥下分野における社会的ニーズの拡大が見込まれるなか、新製品として、当社が独自開発した伸縮性ひずみセ

ンサ「C-STRETCH®」を用いたヘルスケア機器である嚥下運動モニタ「B4S™」(ビーフォーエス)の販売を開始いたし

ました。

- 2 -



　　　　これらの結果、当第３四半期連結累計期間は、前年同期の新型コロナウイルス感染症の影響からの景気持ち直し

の動きもあり売上収益は69,646百万円（前年同期比18.8％増）、コア営業利益は6,291百万円（前年同期比95.0％

増）、営業利益は7,018百万円（前年同期比101.6％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は5,523百万円

（前年同期比120.0％増）となりました。

　　　　事業（セグメント）別の状況は、次のとおりであります。

　　[自動車部品事業]

　　　　国内においては、積極的な営業活動により補修市場向けに品揃えを拡大したことに加え、主要顧客の自動車生産

台数の増加により、補機駆動用伝動ベルト（リブエース®など）および補機駆動用伝動システム製品（オートテン

ショナなど）の販売が増加いたしました。

　　　　海外においては、中国において主要顧客の生産台数の増加や補修市場への拡販により補機駆動用伝動ベルトなど

の販売が伸長いたしました。また、米国、欧州およびアジア地域においても販売が増加いたしました。

　　　　これらの結果、当セグメントの売上収益は30,590百万円（前年同期比24.1％増）、セグメント利益は2,429百万

円（前年同期比88.7％増）となりました。

　　[産業資材事業]

　　　　一般産業用伝動ベルトにつきましては、国内においては、民間設備投資の増加により産業機械用伝動ベルトの販

売が増加したことに加え、農業機械用伝動ベルトの販売も増加いたしました。海外においては、中国、アジア地域

において農業機械用および産業機械用伝動ベルトの販売が増加し、米国および欧州地域において産業機械用伝動ベ

ルトの販売が増加いたしました。

　　　　運搬ベルトにつきましては、国内においてコンベヤベルトおよび樹脂コンベヤベルト（サンライン®ベルト）の

販売が増加いたしました。

　　　　これらの結果、当セグメントの売上収益は25,195百万円（前年同期比13.0％増）、セグメント利益は2,738百万

円（前年同期比68.8％増）となりました。

　　[高機能エラストマー製品事業]

　　　　機能フイルム製品につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により一時停滞していた需要が回復したこ

ともあり、建築資材用フイルムの販売が増加いたしました。また、医療用、工業資材用および装飾表示用フイルム

などの販売も増加いたしました。

　　　　精密機能部品につきましては、主要顧客の生産回復により、精密ベルト、高機能ローラおよびブレードなどの販

売が増加いたしました。

　　　　これらの結果、当セグメントの売上収益は10,523百万円（前年同期比23.6％増）、セグメント利益は536百万円

（前年同期はセグメント損失308百万円）となりました。

　　[その他事業]

　　　　その他の事業といたしましては、ロボット関連デバイス事業、電子資材事業および医療機器事業などを行ってお

り、売上収益は3,917百万円（前年同期比0.7％減）、セグメント利益は280百万円（前年同期比0.6％減）となりま

した。

　　　上記の各セグメント別売上収益およびセグメント利益は、セグメント間取引消去前の金額で記載しております。

　　（２）財政状態の状況

　　　　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、流動資産が4,974百万円増加し、非流動資産が2,953百万円減少

した結果、前連結会計年度末に比べ2,020百万円増加し、118,302百万円となりました。

　　　　負債は、流動負債が324百万円減少し、非流動負債が1,379百万円減少した結果、前連結会計年度末に比べ1,704

百万円減少し、43,814百万円となりました。

　　　　資本は、利益剰余金が4,768百万円増加し、自己株式が991百万円増加し、その他の資本の構成要素が84百万円減

少した結果、前連結会計年度末に比べ3,725百万円増加し、74,488百万円となりました。

　　　　以上の結果、親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の60.6％から62.7％となりました。
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　　（３）キャッシュ・フローの状況

　　　　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、期首残高に比べ696百万円減少し、18,167

百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその主な増減要因は、以下のとおりです。

　　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ524百万円収入が減少し、6,396百万円の収入超過とな

りました。これは主に、棚卸資産、営業債権及びその他の債権ならびに営業債務及びその他の債務の増加が、税

引前四半期利益の増加を上回ったことによるものです。

　　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ2,259百万円収入が増加し、420百万円の収入超過とな

りました。これは主に、資本性金融商品の売却による収入の増加によるものです。

　　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ5,871百万円支出が増加し、7,590百万円の支出超過と

なりました。これは主に、有利子負債の削減に加え、自己株式の取得による支出や配当金の支払いなどの株主還

元の増加によるものです。

　　（４）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

　　　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上および財務上の課題について重

要な変更はありません。

　　（５）研究開発活動

　　　　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の改良開発を含む研究開発活動の金額は3,003百万円でありま

す。このうち、新規新製品の「研究開発費」の金額は739百万円であります。

　　　　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　　（６）経営成績に重要な影響を与える要因

　　　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因はありません。

　　（７）資本の財源および資金の流動性

　　　　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は18,167百万円（前連結会計年度末比3.7％減）、有

利子負債（社債及び借入金）は15,823百万円(前連結会計年度末比20.9％減）となりました。

　　　　これは主に、営業活動によるキャッシュ・フローが前年同期と比べ減少したものの、資本性金融商品の売却など

の一時的な収入があったことから、資金効率改善のため、有利子負債の削減を進めたことによるものです。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 187,000,000

計 187,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年２月10日）

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 47,213,536 47,213,536
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 47,213,536 47,213,536 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年10月１日

～

2021年12月31日

－ 47,213 － 10,951 － 2,738

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　　　　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,973,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 45,143,100 451,431 －

単元未満株式 普通株式 97,336 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 47,213,536 － －

総株主の議決権 － 451,431 －

①【発行済株式】

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の当社株式1,000株（議決権の数10個）、

役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式259,900株（議決権の数2,599個）が含まれております。なお、当該株式

にかかる議決権の数2,609個については、「議決権の数」の欄に含まれております。

2021年９月30日現在

所有者の氏名または
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

バンドー化学株式会社
神戸市中央区港島南町

４丁目６番６号
1,826,200 － 1,826,200 3.87

バン工業用品株式会社
東京都中央区東日本橋

２丁目27番１号
101,100 8,600 109,700 0.23

北陸バンドー株式会社
富山県富山市問屋町３

丁目２番19号
600 35,500 36,100 0.08

東日本ベルト販売株式

会社

福島県いわき市平字愛

谷町４丁目６番地13
1,100 － 1,100 0.00

計 － 1,929,000 44,100 1,973,100 4.18

②【自己株式等】

　（注）１．バン工業用品株式会社および北陸バンドー株式会社は、当社の取引先会社で構成される持株会（バンドー共

栄会　神戸市中央区港島南町４丁目６番６号）に加入しており、同持株会名義で当社株式をそれぞれ8,600

株および35,500株を所有しております。

　　　　２．役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式は、上記自己株式等には含まれておりません。

２【役員の状況】

    該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

　１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
　　　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　２．監査証明について
　　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る要約四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　　　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　　　第98期連結会計年度　有限責任監査法人トーマツ

　　　第99期第３四半期連結会計期間および第３四半期連結累計期間　有限責任 あずさ監査法人
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（単位：百万円）

注記
番号

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 ９ 18,863 18,167

営業債権及びその他の債権 ９ 20,467 23,081

棚卸資産 13,038 15,010

未収法人所得税 31 71

その他の金融資産 ９ 435 615

その他の流動資産 823 1,689

流動資産合計 53,660 58,634

非流動資産

有形固定資産 32,880 32,110

のれん 8,601 8,600

無形資産 4,413 4,047

持分法で会計処理されている投資 7,038 7,743

その他の金融資産 ９ 8,663 6,152

繰延税金資産 521 621

その他の非流動資産 502 392

非流動資産合計 62,622 59,668

資産合計 116,282 118,302

１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】
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（単位：百万円）

注記
番号

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

負債および資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 ９ 14,070 15,576

社債及び借入金 ９ 8,012 5,073

未払法人所得税 549 1,192

その他の金融負債 ９ 876 814

引当金 5 6

その他の流動負債 4,144 4,669

流動負債合計 27,658 27,333

非流動負債

社債及び借入金 ９ 11,987 10,750

退職給付に係る負債 751 765

その他の金融負債 ９ 1,310 1,634

繰延税金負債 1,654 1,445

その他の非流動負債 2,157 1,886

非流動負債合計 17,860 16,481

負債合計 45,519 43,814

資本

資本金 10,951 10,951

資本剰余金 3,075 3,102

利益剰余金 55,857 60,625

自己株式 △1,622 △2,613

その他の資本の構成要素 2,230 2,145

親会社の所有者に帰属する持分合計 70,491 74,211

非支配持分 271 276

資本合計 70,763 74,488

負債および資本合計 116,282 118,302
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（単位：百万円）

注記
番号

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

売上収益 ５,７ 58,619 69,646

売上原価 40,778 47,913

売上総利益 17,840 21,732

販売費及び一般管理費 14,614 15,441

その他の収益 205 342

その他の費用 178 198

持分法による投資利益（△は損失） 228 582

営業利益 3,481 7,018

金融収益 270 527

金融費用 319 89

税引前四半期利益 3,432 7,456

法人所得税費用 912 1,929

四半期利益 2,519 5,526

四半期利益の帰属：

親会社の所有者 2,511 5,523

非支配持分 8 3

四半期利益 2,519 5,526

親会社の所有者に帰属する１株当たり四半

期利益

基本的１株当たり四半期利益（円） ８ 55.13 122.36

（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

注記
番号

 前第３四半期連結会計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日

　至　2021年12月31日)

売上収益 ５ 21,502 23,502

売上原価 14,684 16,463

売上総利益 6,818 7,039

販売費及び一般管理費 4,917 5,123

その他の収益 72 93

その他の費用 52 69

持分法による投資利益（△は損失） 124 230

営業利益 2,044 2,170

金融収益 101 238

金融費用 128 30

税引前四半期利益 2,017 2,379

法人所得税費用 531 657

四半期利益 1,485 1,721

四半期利益の帰属：

親会社の所有者 1,482 1,724

非支配持分 3 △3

四半期利益 1,485 1,721

親会社の所有者に帰属する１株当たり四半

期利益

基本的１株当たり四半期利益（円） ８ 32.53 38.54

【第３四半期連結会計期間】
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（単位：百万円）

注記
番号

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

四半期利益 2,519 5,526

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて測定する金

融資産の公正価値の純変動
1,196 287

持分法適用会社におけるその他の包括

利益に対する持分
67 6

純損益に振り替えられることのない項目

合計
1,263 293

純損益に振り替えられる可能性のある項

目

在外営業活動体の換算差額 261 180

持分法適用会社におけるその他の包括

利益に対する持分
302 330

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計
563 511

その他の包括利益合計 1,827 804

四半期包括利益 4,347 6,331

四半期包括利益の帰属：

親会社の所有者 4,350 6,318

非支配持分 △3 12

四半期包括利益 4,347 6,331

【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

注記
番号

 前第３四半期連結会計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日

　至　2021年12月31日)

四半期利益 1,485 1,721

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて測定する金

融資産の公正価値の純変動
453 △308

持分法適用会社におけるその他の包括

利益に対する持分
73 0

純損益に振り替えられることのない項目

合計
527 △308

純損益に振り替えられる可能性のある項

目

在外営業活動体の換算差額 375 676

持分法適用会社におけるその他の包括

利益に対する持分
86 226

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計
462 902

その他の包括利益合計 989 594

四半期包括利益 2,475 2,315

四半期包括利益の帰属：

親会社の所有者 2,477 2,312

非支配持分 △1 3

四半期包括利益 2,475 2,315

【第３四半期連結会計期間】
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（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
注記
番号

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
その他の
資本の構
成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

2020年４月１日　残高 10,951 3,075 52,301 △1,692 △988 63,648 261 63,909

四半期利益 2,511 2,511 8 2,519

その他の包括利益 1,839 1,839 △12 1,827

四半期包括利益合計 － － 2,511 － 1,839 4,350 △3 4,347

剰余金の配当 ６ △1,003 △1,003 △9 △1,012

自己株式の取得 △1 △1 △1

自己株式の処分 △27 72 44 44

株式に基づく報酬取引 － －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
487 △487 － －

所有者との取引額等合計 － △27 △515 70 △487 △960 △9 △969

2020年12月31日　残高 10,951 3,047 54,296 △1,621 363 67,039 248 67,287

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
注記
番号

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
その他の
資本の構
成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

2021年４月１日　残高 10,951 3,075 55,857 △1,622 2,230 70,491 271 70,763

四半期利益 5,523 5,523 3 5,526

その他の包括利益 795 795 9 804

四半期包括利益合計 － － 5,523 － 795 6,318 12 6,331

剰余金の配当 ６ △1,634 △1,634 △7 △1,642

自己株式の取得 △991 △991 △991

自己株式の処分 － －

株式に基づく報酬取引 27 27 27

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
879 △879 － －

所有者との取引額等合計 － 27 △754 △991 △879 △2,598 △7 △2,606

2021年12月31日　残高 10,951 3,102 60,625 △2,613 2,145 74,211 276 74,488

（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）
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（単位：百万円）

注記
番号

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期利益 3,432 7,456

減価償却費及び償却費 4,451 4,392

受取利息及び受取配当金 △267 △268

支払利息 105 80

持分法による投資損益（△は益） △228 △582

固定資産除売却損益（△は益） 68 18

棚卸資産の増減額（△は増加） 729 △1,862

営業債権及びその他の債権の増減額

（△は増加）
415 △2,590

営業債務及びその他の債務の増減額

（△は減少）
218 1,588

退職給付に係る負債の増減額

（△は減少）
△1 31

引当金の増減額（△は減少） △15 0

その他の非流動負債の増減額

（△は減少）
△301 △258

その他 △554 △291

小計 8,051 7,713

利息及び配当金の受取額 359 539

利息の支払額 △97 △76

法人所得税の支払額 △1,454 △1,789

法人所得税の還付額 61 9

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,920 6,396

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △456 △504

定期預金の払戻による収入 622 340

有形固定資産の取得による支出 △2,466 △2,394

有形固定資産の売却による収入 54 83

無形資産の取得による支出 △257 △85

資本性金融商品の取得による支出 △17 △12

資本性金融商品の売却による収入 707 2,900

持分法で会計処理される投資の取得によ

る支出
－ △28

その他 △26 121

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,839 420

（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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（単位：百万円）

注記
番号

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金（３ヶ月以内）の純増減額

（△は減少）
△536 △2,962

短期借入れ（３ヶ月超）による収入 2,000 －

短期借入金（３ヶ月超）の返済による支

出
△2,000 －

長期借入れによる収入 2,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,335 △1,200

リース負債の返済による支出 △877 △794

自己株式の取得による支出 △0 △990

自己株式の売却による収入 44 －

親会社の所有者への配当金の支払額 ６ △1,003 △1,634

非支配持分への配当金の支払額 △9 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,718 △7,590

現金及び現金同等物に係る換算差額 151 77

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,513 △696

現金及び現金同等物の期首残高 14,493 18,863

現金及び現金同等物の四半期末残高 18,007 18,167
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　バンドー化学株式会社（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。

　当社の登記している本社の住所は神戸市中央区港島南町４丁目６番６号であります。

　当社の要約四半期連結財務諸表は2021年12月31日を期末日とし、当社および子会社（以下、「当社グループ」

という。）、ならびに当社の関連会社および共同支配企業に対する持分により構成されております。当社グルー

プの主な事業内容は、「５．セグメント情報」に記載のとおりであります。

２．作成の基礎

　　　（１）要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号）第１条の２に定める「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことか

ら、同第93条の規定によりIFRSに準拠して作成しております。

　本要約四半期連結財務諸表は、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しており、年度の連結財務諸表

で要求されているすべての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべ

きものであります。

　本要約四半期連結財務諸表は、2022年２月９日に代表取締役社長 吉井 満隆によって承認されております。

　　　（２）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、金融商品、退職給付制度に係る負債（資産）の純額等を除き、

取得原価を基礎として作成しております。

　　　（３）機能通貨および表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満

の端数を切り捨てて表示しております。

３．重要な会計方針

　当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財

務諸表において適用した会計方針と同一であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

４．重要な会計上の見積りおよび見積りを伴う判断

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、収益および費用、資産および負債の測定に関する経営者の見積り

および仮定を含んでおります。これらの見積りおよび仮定は過去の実績および決算日において合理的であると考

えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づいております。しかし、その性質上、将来におい

て、これらの見積りおよび仮定とは異なる結果となる可能性があります。

　見積りおよび仮定は経営者により継続して見直されております。これらの見積りおよび仮定の見直しによる影

響は、その見積りおよび仮定を見直した期間およびそれ以降の期間において認識しております。

　本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積りおよび仮定は、前連結会計年度に係る連結財務

諸表と同一であります。

　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により経済活動の先行きは不透明な状況が続いておりますが、会

計上の見積りにあたっては、一定の仮定を置いて検討を行っており、前連結会計年度に係る連結財務諸表からそ

の仮定に重要な変更はありません。
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セグメントの名称 主要な製品

自動車部品事業
自動車用伝動ベルト製品（補機駆動用伝動ベルトおよび補機駆動用伝動システム製

品）、二輪車用伝動ベルト製品（スクーター用変速ベルト）など

産業資材事業

一般産業用伝動ベルト製品（産業機械用Vベルト、歯付ベルト、プーリなど）、その他

伝動用製品、運搬ベルト（コンベヤベルト、樹脂コンベヤベルト、同期搬送用ベル

ト）、運搬システム製品、もみすりロールなど

高機能エラストマー製品事業
クリーニングブレード、高機能ローラ、精密ベルト、ポリウレタン機能部品、精密研磨

材、建築資材用フイルム、医療用フイルム、装飾表示用フイルム、工業用フイルムなど

５．セグメント情報

　　　（１）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、製品・サービスを軸とした事業部制を採用しており、各事業部は取り扱う製品・サービス

について国内および海外における包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従いまして、当社グループの事業は親会社の事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成さ

れており、「自動車部品事業」、「産業資材事業」および「高機能エラストマー製品事業」の３つを報告セグ

メントとしております。

　なお、各報告セグメントは、次の製造・販売を行っております。

- 18 -



（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）２

連結
（注）３自動車部

品事業
産業資材
事業

高機能エ
ラストマ
ー製品事
業

計

売上収益

外部顧客への売上収益 24,657 22,234 8,496 55,388 3,230 － 58,619

セグメント間の売上収益

または振替高
0 66 18 85 714 △800 －

計 24,658 22,301 8,514 55,473 3,945 △800 58,619

セグメント利益

（コア営業利益）（△は損

失）

1,287 1,621 △308 2,600 282 342 3,225

その他の収益 － － － － － － 205

その他の費用 － － － － － － 178

持分法による投資利益（△は

損失）
－ － － － － － 228

営業利益 － － － － － － 3,481

金融収益 － － － － － － 270

金融費用 － － － － － － 319

税引前四半期利益 － － － － － － 3,432

　　　（２）報告セグメントごとの売上収益、利益または損失の金額に関する情報

　報告されている各事業セグメントの会計処理の方法は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適用し

た方法と概ね同一であります。セグメント間の売上収益または振替高は市場実勢価格に基づいております。

　当社グループの報告セグメントごとの売上収益および利益または損失は、次のとおりであります。

　　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主として医療機器事業およびロ

ボット関連デバイス事業他であります。

２．セグメント利益（△は損失）の調整額342百万円には、セグメント間取引消去△15百万円、全社費用357百万

円が含まれております。全社費用は、各報告セグメントに配賦した一般管理費および研究開発費の予定配賦

額と実績発生額との差額であります。

３．当社グループは、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除したコア営業利益を、経営管理上の

指標としており、セグメント利益（△は損失）はコア営業利益で表示しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）２

連結
（注）３自動車部

品事業
産業資材
事業

高機能エ
ラストマ
ー製品事
業

計

売上収益

外部顧客への売上収益 30,590 25,171 10,491 66,253 3,392 － 69,646

セグメント間の売上収益

または振替高
0 24 32 56 525 △581 －

計 30,590 25,195 10,523 66,310 3,917 △581 69,646

セグメント利益

（コア営業利益）（△は損

失）

2,429 2,738 536 5,704 280 305 6,291

その他の収益 － － － － － － 342

その他の費用 － － － － － － 198

持分法による投資利益（△は

損失）
－ － － － － － 582

営業利益 － － － － － － 7,018

金融収益 － － － － － － 527

金融費用 － － － － － － 89

税引前四半期利益 － － － － － － 7,456

　　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主として医療機器事業およびロ

ボット関連デバイス事業他であります。

２．セグメント利益（△は損失）の調整額305百万円には、セグメント間取引消去２百万円、全社費用303百万円

が含まれております。全社費用は、各報告セグメントに配賦した一般管理費および研究開発費の予定配賦額

と実績発生額との差額であります。

３．当社グループは、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除したコア営業利益を、経営管理上の

指標としており、セグメント利益（△は損失）はコア営業利益で表示しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）２

連結
（注）３自動車部

品事業
産業資材
事業

高機能エ
ラストマ
ー製品事
業

計

売上収益

外部顧客への売上収益 10,173 7,076 3,017 20,267 1,235 － 21,502

セグメント間の売上収益

または振替高
0 20 11 32 228 △261 －

計 10,173 7,097 3,028 20,300 1,463 △261 21,502

セグメント利益

（コア営業利益）（△は損

失）

1,089 540 50 1,680 139 80 1,900

その他の収益 － － － － － － 72

その他の費用 － － － － － － 52

持分法による投資利益（△は

損失）
－ － － － － － 124

営業利益 － － － － － － 2,044

金融収益 － － － － － － 101

金融費用 － － － － － － 128

税引前四半期利益 － － － － － － 2,017

　　前第３四半期連結会計期間（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主として医療機器事業およびロ

ボット関連デバイス事業他であります。

２．セグメント利益（△は損失）の調整額80百万円には、セグメント間取引消去△５百万円、全社費用85百万円

が含まれております。全社費用は、各報告セグメントに配賦した一般管理費および研究開発費の予定配賦額

と実績発生額との差額であります。

３．当社グループは、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除したコア営業利益を、経営管理上の

指標としており、セグメント利益（△は損失）はコア営業利益で表示しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）２

連結
（注）３自動車部

品事業
産業資材
事業

高機能エ
ラストマ
ー製品事
業

計

売上収益

外部顧客への売上収益 10,796 8,028 3,475 22,300 1,201 － 23,502

セグメント間の売上収益

または振替高
0 3 6 9 135 △145 －

計 10,797 8,031 3,481 22,310 1,336 △145 23,502

セグメント利益

（コア営業利益）（△は損

失）

761 783 123 1,668 133 113 1,915

その他の収益 － － － － － － 93

その他の費用 － － － － － － 69

持分法による投資利益（△は

損失）
－ － － － － － 230

営業利益 － － － － － － 2,170

金融収益 － － － － － － 238

金融費用 － － － － － － 30

税引前四半期利益 － － － － － － 2,379

　　当第３四半期連結会計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主として医療機器事業およびロ

ボット関連デバイス事業他であります。

２．セグメント利益（△は損失）の調整額113百万円には、セグメント間取引消去６百万円、全社費用106百万円

が含まれております。全社費用は、各報告セグメントに配賦した一般管理費および研究開発費の予定配賦額

と実績発生額との差額であります。

３．当社グループは、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除したコア営業利益を、経営管理上の

指標としており、セグメント利益（△は損失）はコア営業利益で表示しております。
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決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年６月24日

定時株主総会
普通株式 734 16 2020年３月31日 2020年６月25日

2020年11月11日

取締役会
普通株式 275 6 2020年９月30日 2020年12月１日

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年６月23日

定時株主総会
普通株式 918 20 2021年３月31日 2021年６月24日

2021年11月10日

取締役会
普通株式 726 16 2021年９月30日 2021年12月１日

６．配当金

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

配当金支払額

　（注）１．2020年６月24日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社

株式に対する配当金１百万円および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対する配当金４百万円が含ま

れております。

　　　　２．2020年11月11日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対

する配当金１百万円が含まれております。

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

配当金支払額

　（注）１．2021年６月23日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式

に対する配当金５百万円が含まれております。

　　　　２．2021年11月10日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対

する配当金４百万円が含まれております。
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（単位：百万円）

日本 アジア 中国 欧米他 計

報

告

セ

グ

メ

ン

ト

自動車部品事業 7,789 11,089 2,797 2,981 24,657

産業資材事業 16,017 2,176 1,613 2,426 22,234

高機能エラストマー製品事業 5,940 436 1,849 270 8,496

計 29,747 13,702 6,260 5,678 55,388

その他 3,230

合計 58,619

（単位：百万円）

日本 アジア 中国 欧米他 計

報

告

セ

グ

メ

ン

ト

自動車部品事業 8,829 14,741 3,073 3,946 30,590

産業資材事業 17,459 2,562 2,068 3,080 25,171

高機能エラストマー製品事業 7,232 557 2,312 389 10,491

計 33,521 17,861 7,453 7,415 66,253

その他 3,392

合計 69,646

７．売上収益

　当社グループの売上収益は、主に顧客との契約から認識された売上収益であり、当社グループの報告セグメン

トを地域別に分解した場合の内訳は、次のとおりであります。

　　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

（注）売上収益は販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。

　　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（注）売上収益は販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。
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前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年12月31日）

基本的１株当たり四半期利益（円） 55.13 122.36

前第３四半期連結会計期間
（自　2020年10月１日

至　2020年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2021年10月１日

至　2021年12月31日）

基本的１株当たり四半期利益（円） 32.53 38.54

前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年12月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 2,511 5,523

発行済普通株式の加重平均株式数（千株） 45,548 45,140

前第３四半期連結会計期間
（自　2020年10月１日

至　2020年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2021年10月１日

至　2021年12月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 1,482 1,724

発行済普通株式の加重平均株式数（千株） 45,570 44,745

８．１株当たり利益

　　　（１）基本的１株当たり四半期利益

　基本的１株当たり四半期利益は、次のとおりであります。

　　　（２）基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎

　基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　　なお、希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　なお、希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

社債及び借入金 19,999 20,006 15,823 15,825

９．金融商品

　　　（１）公正価値の測定方法

　当社グループは、主な金融資産および金融負債の公正価値について、次のとおり決定しております。

　金融商品の公正価値の測定において、市場価格が入手できる場合は市場価格を利用しております。

　市場価格が入手できない金融商品の公正価値に関しては、マルチプル法またはその他適切な評価方法により

測定を行っております。

　　　　　（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

　これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

　　　　　（その他の金融資産、その他の金融負債）

　上場株式の公正価値については、期末日の取引所の価格によって算定し、公正価値の測定ではレベル１に分

類しております。

　非上場株式の公正価値については、マルチプル法または簿価純資産法により算定し、公正価値の測定ではレ

ベル３に分類しております。

　非上場株式の公正価値測定にあたっては、評価倍率等の観察可能でないインプットを用いております。

　デリバティブ取引等は、契約を締結している金融機関から提示された価格等に基づいて公正価値を算定して

おり、公正価値の測定ではレベル２に分類しております。

　上記以外の金融資産および金融負債の公正価値は、帳簿価額と近似しております。

　　　　　（社債及び借入金）

　社債の公正価値については、社債の市場価格によって算定し、公正価値の測定ではレベル２に分類しており

ます。

　借入金の公正価値については、将来キャッシュ・フローを同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定し、公正価値の測定ではレベル２に分類しております。

　　　（２）償却原価で測定する金融商品の帳簿価額および公正価値

　償却原価と公正価値が異なる金融商品は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務等については、公正価値は帳簿価

額と近似しているため、注記を省略しております。
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（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（金融資産）

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産

デリバティブ － 0 － 0

その他の金融資産 － 79 19 99

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産

資本性金融商品 6,943 － 1,085 8,028

金融資産合計 6,943 80 1,104 8,128

（金融負債）

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債

デリバティブ － 44 － 44

金融負債合計 － 44 － 44

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（金融資産）

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産

デリバティブ － 0 － 0

その他の金融資産 － 86 19 105

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産

資本性金融商品 4,405 － 1,154 5,559

金融資産合計 4,405 86 1,174 5,665

（金融負債）

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債

デリバティブ － 22 － 22

金融負債合計 － 22 － 22

　　　（３）公正価値で測定する金融商品とそのヒエラルキー

　次の表では、公正価値で測定する金融商品に関する分析を示しております。それぞれのレベルは次のとおり

定義されております。

　レベル１：当社グループが測定日現在でアクセスできる同一の資産または負債に関する活発な市場における

（無調整の）相場価格

　レベル２：資産または負債について直接または間接に観察可能なインプットのうち、レベル１に含まれる相

場価格以外のもの

　レベル３：資産または負債についての観察可能でないインプット

　　前連結会計年度（2021年３月31日）

　　当第３四半期連結会計期間（2021年12月31日）

（単位：百万円）
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前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

　　至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年12月31日）

純損益を通じて公
正価値で測定する
金融商品
（注）１

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する金融商
品（注）２

純損益を通じて公
正価値で測定する
金融商品
（注）１

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する金融商
品（注）２

期首残高 19 1,014 19 1,085

利得または損失

純損益 △0 0

その他の包括利益 109 69

購入 － － － －

処分 － － － －

その他 △0 △0 0 △0

四半期末残高 19 1,123 19 1,154

報告期間末に保有している資産につい

て純損益に計上された未実現損益の変

動

△0 － 0 －

レベル３に分類した金融商品の調整表

　レベル３に分類される公正価値測定について、期首残高から四半期末残高への調整表は、次のとおりであり

ます。

（単位：百万円）

　（注）１．純損益に認識した利得または損失は、要約四半期連結損益計算書の「金融収益」または「金融費用」に含め

ております。

２．その他の包括利益に認識した利得または損失のうち税効果考慮後の金額は、要約四半期連結包括利益計算書

の「その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変動」に含めております。

３．レベル３に分類される金融商品については、当社グループで定められた評価方針および手続に従い、財務部

門が評価方法を決定し、公正価値を測定しております。測定結果については、適切な責任者が承認を行って

おります。

10．後発事象

　　　　　該当事項はありません。

２【その他】

2021年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・726百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16円

（ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・・・・・・・・・・・・2021年12月１日

（注）2021年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年２月10日

バンドー化学株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

神戸事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 河　野　匡　伸

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 北　口　信　吾

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているバンドー化学株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸

表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半

期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、バンドー化学

株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を

入手したと判断している。

その他の事項

　会社の2021年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る

要約四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監

査が実施されている。前任監査人は、当該要約四半期連結財務諸表に対して2021年２月10日付けで無限定の結論を表明し

ており、また、当該連結財務諸表に対して2021年６月23日付けで無限定適正意見を表明している。



　（注）1．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸表

の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半

期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長 吉井 満隆は、当社の第99期第３四半期（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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